
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度

36.0% 37.5% 37.7% ­ ­

38.3% 38.8%

平成２９
年度

平成３０
年度

(1)
失業等給付費
（昭和49年度）

17,222億
円

（15,046億
円）

17,427億
円

（集計中）
18,694億円 1,2 605

(2)
再就職支援プログラム事業費
（平成14年度）

18.2億円
(18.0億円)

18.0億円
（17.9億

円）
16.0億円 1 514

求職者給付、就職促進給付、教育訓練給付及び雇用継続給付を支給する。
失業等給付は、労働者が失業した場合及び労働者について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合に必要な給付を行うほか、労働者が自ら職業に関する教育訓
練を受けた場合に必要な給付を行うことにより、労働者の生活及び雇用の安定を図るとともに、求職活動を容易にする等その就職を促進する。

全国の主要な公共職業安定所に就職支援ナビゲーター等を配置し、雇用保険受給者等のうち、早期再就職の意欲が高く、支援の必要性が高い求職者に対し、履歴
書・職務経歴書の個別添削や面接シミュレーションの実施、個別求人開拓等、担当者制による求職者の個々の状況に応じた体系的かつ計画的な一貫した就職支援を
行う。
本事業を実施することにより、公共職業安定所における就職・充足促進が図られ、施策目標の達成に直結する。

達成手段１

補正後予算額（執行額） 令和元年
度当初
予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和元年行政事業レビュー事業番号

【測定指標の選定理由】
公共職業安定所における主要業務に係る指標であるため。
【目標値の設定の根拠】
過去３年間（平成28～30年度）の平均値を踏まえて設定。
※早期再就職割合　＝　早期再就職者数（注１）／受給資格決定件数
　早期再就職者数：　雇用保険の基本手当の支給残日数を所定給付日数の２／３以上残して早期に再就職する者の数（例えば、所定給付日数
90日の者が、支給残日数を60日以上残して再就職した場合。）
（参考）平成29年度実績：38.3%、平成30年度実績：38.8%

年度ごとの実績値

目標年度

1
雇用保険受給者の早期再就職割合
（※１） （アウトカム）

- - 37.7%

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値

求職者の早期の再就職を支援すること

令和元年度

雇用保険の給付を適正に行うこと
雇用保険制度の目的は、労働者の生活及び雇用の安定並びに就職の促進を図ること等にあり、失業等給付の不正受給については、雇用保険
制度の目的を没却させることのみならず、国民の制度に対する信頼を大きく損ねることにもつながりかねないため。

求職者給付は失業者の再就職を支援するための一定期間の生活保障であり、求職者の早期再就職を図ることが重要である。

2 雇用保険制度の目的は、労働者の生活及び雇用の安定並びに就職の促進を図ること等にあり、この制度目的を達成するためには、失業等給付を適正に給付することが重要である。

各課題に対応した達成目標

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）
雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（施策目標Ⅴ－４－１）
　 基本目標Ⅴ：意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働者の職業の安定を図ること
      施策大目標４：失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及び再就職の促進等を行うこと

担当
部局名

職業安定局雇用保険課
職業安定局首席職業指導官室

作成責任者名
雇用保険課長　松本圭
首席職業指導官　松瀬 貴裕

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

労働者が失業してその所得の源泉を喪失した場合、労働者について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合及び労働者が自ら職業に関する教育訓練を受けた場合に、生活及び雇用の安定並びに就職の促進のために、失業等給付として以
下の給付を行っている。
求職者給付：労働者が失業した場合にその者の生活の安定を図るために支給するもの
就職促進給付：失業者が再就職することを援助・促進することを目的として支給するもの
教育訓練給付：労働者の主体的な能力開発を促進するために支給するもの
雇用継続給付：労働者について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合に必要な給付を行い、労働者の雇用の安定を図るもの
根拠法令：雇用保険法第10条等

雇用保険制度の目的は、労働者の生活及び雇用の安定並びに就職の促進を図ること等にあり、失業者の一定期間の生活を保障し早期の再就
職を促進することが制度目的を達成する上で重要であるため。

施策の概要

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

施策実現のための背景・課題
1

（厚生労働省１（Ⅴ－４－１））



基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度

前年度
(4,243件)以

下

前年度
(3,663件)以

下

前年度
（3,364件）

以下
前年度以下 前年度以下

3,663件 3,364件 - - -

平成29年
度

平成30年
度

令和元年
度

令和２年
度

令和３年
度

3
10,881億

円
集計中 - - -

4
16,402億

円
集計中 - - -

5
57,545億

円
集計中 - - -

平成２９
年度

平成３０
年度

(1)
失業等給付費
（昭和49年度）（再掲）

17,222億
円

（15,046億
円）

17,427億
円

（集計中）
18,694億円 1,2 605

(3)
雇用保険活用援助事業費
(平成7年度)

2.7億円
（2.7億円）

3.0億円
（集計中）

3.0億円 2 606

0

1,871,255,023

関連税制 ­

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

­ ­

執行率(％、e/d） 集計中

令和元年度

­

執行額(千円、e) 集計中

失業等給付関係収支状況　積立金残高（単位：億円）

合計(d=a+b+c) 1,744,842,777 1,875,394,947

0

求職者給付、就職促進給付、教育訓練給付及び雇用継続給付を支給する。
失業等給付は、労働者が失業した場合及び労働者について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合に必要な給付を行うほか、労働者が自ら職業に関する教育訓
練を受けた場合に必要な給付を行うことにより、労働者の生活及び雇用の安定を図るとともに、求職活動を容易にする等その就職を促進する。

各都道府県支部に支部指導員を配置し、中小零細企業事業主を対象とした雇用保険の制度、各種事業の周知、相談・援助等のための説明会を開催する。また支部
に雇用保険活用推進員を設置し、説明会への出席の勧奨やその他相談・指導等を行う。
中小零細企業事業主においては、大企業事業主と比較して、雇用保険事業に関する情報が不足しており、理解をえられていない場合が多いため、これらの者に対し、
雇用保険事業の活用方法及び申請手続き等について、周知、相談を行っていくことが必要である。また、数次にわたる改正を重ねてきた雇用保険制度の趣旨・内容に
ついて、中小零細企業事業主の十分な理解を促すことは、制度の適正かつ円滑な運営、ひいては労働者の保護に資することとなる。

1,744,842,777 1,875,394,947

補正予算(b) 0

1,871,255,023

0

施策の予算額・執行額

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度要求額

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

繰越し等(c)

予算の状
況

（千円）

当初予算(a)

（参考）指標

失業等給付関係収支は、雇用情勢に大きく影響を受けるものであり、一概に増えればいい・減ればいいというものではないが、その状況を知るこ
とは雇用保険制度を安定的に運営する上で重要な指標である。
（参考）【収入額】平成27年度実績：18,197億円、平成28年度実績15,117億円
　　　　 【支出額】平成27年度実績：16,523億円、平成28年度実績16,311億円
　　　　 【積立金残高】平成27年度実績：64,260億円、平成28年度実績63,066億円

達成手段２

補正後予算額（執行額） 令和元年
度当初
予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和元年行政事業レビュー事業番号

失業等給付関係収支状況　収入額（単位：億円）

失業等給付関係収支状況　支出額（単位：億円）

年度ごとの実績値

目標年度

2 不正受給の件数（アウトカム） 3,663件 29年度
前年度以

下
毎年度

法令等に基づき適正な給付を行う必要があるため指標として選定し、不正受給の件数が前年度以下となることを目標値として設定した。
（参考）平成27年度実績：5,173件、平成28年度実績：4,243件、平成29年度実績：3,663件

達成目標２について

測定指標（アウトカム、アウトプット） 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

年度ごとの目標値


